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予 算 案 の 概 要 

（予 算 案 関 係 資 料） 

【 要 約 版 】 

この要約版は、令和２年度予算案の概要を一部抜粋･加工したものです。
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令和２年度当初予算案のポイント　

～２０２１年の先の「新たなさいたま市の創造」に向けた
更なる成長・発展予算～

「市民一人ひとりがしあわせを実感できる“絆”で結ばれたさいたま市」、「誰もが
住んでいることを誇りに思えるさいたま市」を実現するため、令和元年度補正予
算から令和２年度当初予算までを切れ目のない一連の予算として編成するとと
もに、総合振興計画後期実施計画など主要な計画の総仕上げを行い、
２０２１年の先の「新たなさいたま市の創造」に向けた更なる成長・発展につなが
る事業について予算を重点配分

◆東京２０２０大会の本市開催を好機と捉えて更なる成長を図る予算

◆令和元年台風第19号による災害を教訓として防災・減災対策を一層強化
する予算

◆Society 5.0の時代に対応した「スマートシティ」の取組を加速化する予算

１．予算案の特徴

２．予算規模

一般会計の主な増減要因

（歳入） 税制改正により市税収入が微減するものの、交付金等の増により、
全体として増

（歳出） 施設整備の進捗等により、普通建設事業費は減となるものの、社会
保障関係経費（扶助費等）の増により、全体として増

（収支不足） 収支不足を補うための財政調整基金繰入金は前年度から増

５，６２７億円 （前年度比 ＋５９億円 ＋１．１％）

３，１６７億円 （前年度比 ＋４９億円 ＋１．６％）

１，２６４億円 （前年度比▲１１６億円 ▲８．４％）

１兆　５８億円 （前年度比 ▲８億円 ▲０．１％）

一般会計

特別会計

企業会計

全会計

令和２年度当初予算の規模

令和元年度補正予算を含めた「１６か月予算」

※ 「＋α」とは、国の令和元年度補正予算（「安心と成長の未来を拓く総合経済対策（令和
元年12月5日閣議決定）」関連予算）等に対応した予算を想定

防災・減災対策事業等について迅速かつ切れ目のない対応を図るため、令和元年
度１２月補正予算から令和２年度当初予算までの１６か月の切れ目のない予算として
編成
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・本市の人口増加等に伴う納税義務者の増加や都市開発等の新増築の増加が見込まれるもの
の、税制改正による法人市民税の税率引下げにより、４億円の減

うち 市民税 １，５１７億円 （前年度比 ▲２４億円 ▲１．５％）
うち 固定資産税 ８７９億円 （前年度比 ＋１５億円 ＋１．８％）

３．歳 入

地方交付税 ５６億円（前年度比 ＋６億円 ＋１２．１％）

・扶助費の増加に伴う普通交付税の算定の基礎となる基準財政需要額の増加等により、
６億円の増

＜一般会計：歳入＞ （単位：億円）

令和2年度
当初予算

令和元年度
当初予算

2,719 2,723 ▲ 4 ▲ 0.1%
423 393 30 7.5%
56 50 6 12.1%

1,294 1,218 76 6.2%
510 543 ▲ 33 ▲ 6.1%

うち臨時財政対策債 80 90 ▲ 10 ▲ 11.8%
うち普通建設事業分 430 453 ▲ 23 ▲ 5.0%

110 89 21 23.6%
515 552 ▲ 37 ▲ 6.6%

5,627 5,568 59 1.1%

国庫・県支出金

区 分 前年度比

市税
譲与税・交付金
地方交付税

市債

財政調整基金繰入金
その他
合 計

・消費税の税率引上げに伴う地方消費税交付金の増加や法人市民税の税率引下げに伴う
法人事業税交付金の創設等により、３０億円の増

*地方消費税交付金 ＋２６億円 *自動車取得税交付金 ▲７億円
*法人事業税交付金 ＋１９億円（皆増） *地方特例交付金 ▲８億円

1,159(50%) 1,183(51%)
1,483(56%) 1,540(56%) 1,517(56%)

827(36%) 843(36%)

852(32%) 864(32%) 879(32%)
315(14%) 314(13%)

317(12%) 319(12%) 323(12%)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H28年度

決算

H29年度

決算

H30年度

決算

R1年度

予算

R2年度

予算

●市税の推移

市民税 固定資産税 その他

（単位：億円）

2,301 2,340 
2,719 2,652 2,723 

※前年度比（％）は、千円単位の額により算出しており、表中（億円単位）の額により計算した比率と一致しない場合があります。

市税及び譲与税・交付金 ３，１４２億円 (前年度比 ＋２６億円 ＋０．８％)

市 税 ２，７１９億円（前年度比 ▲４億円 ▲０．１％）

譲与税・交付金 ４２３億円（前年度比 ＋３０億円 ＋７．５％）
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H28年度末

現在高

H29年度末

現在高

H30年度末

現在高

R1年度末

残高見込額

R2年度末

残高見込額

●市債残高（一般会計）

臨時財政対策債除く 臨時財政対策債

（単位：億円）

4,412 4,552 4,662 4,661 4,645

1,982 2,004 1,981 1,925 1,859

(45%)

2,430

(55%)

(44%) (42%) (41%) (40%)

(56%) (58%) (59%) (60%)

2,548 2,681 2,736 2,786

財政調整基金繰入金 １１０億円（前年度比 ＋２１億円 ＋２３．６％）

・扶助費等の義務的な経費の増加により、２１億円の増
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H30年度

決算

R1年度

予算

R2年度

予算

●市債発行額（一般会計）

臨時財政対策債除く 臨時財政対策債

429

609 591

510

（単位：億円）

109

138 106

90（17％）

(25%)

(23%) (18%)

543

320 471 485 453 430
(75%) (77%) (82%) (83%) (84%)

80（16％）

市 債 ５１０億円（前年度比 ▲３３億円 ▲６．１％）

国庫・県支出金 １，２９４億円（前年度比 ＋７６億円 ＋６．２％）

・特定教育・保育施設（私立認可保育所、認定こども園等）等の給付の増加等により、７６億円
の増

うち国庫支出金 １，０２１億円 （前年度比 ＋５３億円 ＋５．４％）
うち県支出金 ２７３億円 （前年度比 ＋２３億円 ＋９．３％）

*特定教育・保育施設等運営事業に係る国庫・県支出金 ＋３０億円
*保育所等の整備に係る国庫・県支出金 ＋１８億円
*幼稚園、認可外保育施設等の無償化に係る国庫・県支出金
（施設型給付等を除く） ＋１７億円
*障害者自立支援給付費等に係る国庫・県支出金 ＋ ９億円

・市民会館おおみや新施設整備事業の進捗等により、３３億円の減

うち普通建設事業分 ４３０億円 （前年度比 ▲２３億円 ▲５．０％）
うち臨時財政対策債 ８０億円 （前年度比 ▲１０億円 ▲１１．８％）

*市民会館おおみや新施設整備事業 ▲２８億円

＜財政調整基金残高＞ （単位：億円）

取 崩 額
年 度 末
残高見込

190 190 228 170 110 60

令 和 2 年 度

財政調整基金残高

区 分
平成28年度末
残 高

平成29年度末
残 高

平成30年度末
残 高

令和元年度末
残 高 見 込
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４．歳 出

扶助費 １，３２１億円（前年度比 ＋２２億円 ＋１．６％）

・特定教育・保育施設（私立認可保育所、認定こども園等）等の給付や障害福祉サービスの
支給等の増加により、２２億円の増

*特定教育・保育施設等運営事業 ＋２８億円
*自立支援給付等事業 ＋１２億円
*生活保護事業 ▲ ８億円

人件費 １，３０１億円（前年度比 ＋２８億円 ＋２．２％）

・会計年度任用職員制度の導入等により、２８億円の増

普通建設事業費 ７２４億円（前年度比 ▲３６億円 ▲４．７％）

公債費 ５４８億円（前年度比 ＋１４億円 ＋２．８％）

その他 １，７３３億円（前年度比 ＋３１億円 ＋１．８％）

・市民会館おおみや新施設整備事業の進捗等により、３６億円の減

*市民会館おおみや新施設整備事業 ▲３７億円
*クリーンセンター大崎第一工場解体事業 ▲１８億円（皆減）
*岩槻消防署移転整備事業 ▲１２億円（皆減）
*保育所等の整備事業 ＋２７億円
*中央消防署建設事業 ＋１５億円

・臨時財政対策債等の過去に発行した市債の償還金の増加等により、１４億円の増

・幼稚園、認可外保育施設等の無償化に伴う影響の通年化等により、３１億円の増

*幼稚園、認可外保育施設等の無償化に係る給付（施設型給付等を除く） ＋１５億円
*中小企業融資貸付金 ＋ ８億円
*介護保険事業特別会計繰出金 ＋ ８億円

＜一般会計：歳出＞ （単位：億円）

令和2年度
当初予算

令和元年度
当初予算

3,170 3,106 64 2.1%

人 件 費 1,301 1,273 28 2.2%

扶 助 費 1,321 1,299 22 1.6%

公 債 費 548 534 14 2.8%

724 760 ▲ 36 ▲4.7%

1,733 1,702 31 1.8%

5,627 5,568 59 1.1%合 計

区 分

義 務 的 経 費

普通建設事業費

そ の 他

前年度比

※前年度比（％）は、千円単位の額により算出しており、表中（億円単位）の額により計算した比率と一致しない場合があります。
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５．主な新規・拡大事業等

１　東京２０２０大会に向けた事業
（単位：千円）

令和2年度 令和元年度

東京２０２０大会開催を好機とした更なる成長
　～本市の取組や魅力を国内外に発信～

２　防災・減災対策事業
（単位：千円）

令和2年度 令和元年度

真に災害に強いまちを目指して
　～防災・減災対策の強化～

３　「スマートシティ」の取組
（単位：千円）

令和2年度 令和元年度

持続可能な成長・発展に向けて
　～「スマートシティ」の取組の加速化～

348,426 273,852

　Society 5.0の時代に対応し、ビッグデータやＡＩ、ＩｏＴなどの最新のテク
ノロジーを活用したスマートシティの構築をこれまで以上に進めるため、浦和
美園地区を中心とした「スマートシティさいたまモデル」の構築に向けた取組
等を推進するほか、運輸部門における二酸化炭素排出削減対策として、モビリ
ティの脱炭素化を進めます。
　また、新技術を活用し、交通手段の最適化を図る「ＭａａＳ」など、新たな
モビリティサービスの導入に向けた検討を行います。

【環境未来都市推進事業、スマートシティさいたまモデル推進事業（未来都市推進部）P. 61】
【都市環境改善推進事業（都市総務課）P.342】

【小学校営繕事業（学校施設課）P.547】

事業内容等

689,000 51,462

　東京２０２０大会では、サッカーとバスケットボールが本市で開催されるた
め、会場周辺や主要駅に大会公式のデザインや本市独自の装飾を施し、大会の
祝祭感を演出するとともに、暑さ対策によるおもてなしを実施します。
　さらに、本大会を本市の取組や魅力を国内外に発信する絶好の機会と捉え、
観戦客等を対象としたプロモーションや様々なイベントを実施し、回遊性を高
めるバスを運行するなど、大会の開催を支援します。

【都市イメージ向上事業（シティセールス推進課）P.44】
【大宮盆栽美術館管理運営事業（大宮盆栽美術館）P.138】

【オリンピック・パラリンピック競技大会支援事業（オリンピック・パラリンピック部）P.146】
【広域連携推進事業（経済政策課）P.322】

【さいたま新都心賑わい創出事業（都心整備課）P.356】
【浦和東部・岩槻南部地域整備推進事業（浦和東部まちづくり事務所）P.363】

事業内容等

事業内容等

4,225,913 3,506,961

　令和元年台風第19号による災害について検証した結果などをもとに、激甚化
する自然災害から市民の生命と財産を守るため、油面川排水機場の整備計画を
前倒しするほか、災害時防災情報電話サービスを開始するなど、ハード・ソフ
ト両面から更なる防災・減災の取組を行い、将来への備えを強化します。

【広報事業（広報課）P.42】
【防災対策事業（防災課）P.83】

【都市環境改善推進事業（都市総務課）P.342】
【建築総務事務事業（建築総務課）P.388】

【河川改修事業（河川課）P.399】
【下水道浸水対策事業（下水道計画課）P.407】

新規
拡大

新規
拡大

新規
拡大
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（単位：千円）

分野 令和2年度 令和元年度

廃棄物処理施設の安定的な稼働に向けて
　～サーマルエネルギーセンターの整備～

豊かな自然環境の活用
　～見沼田圃基本計画アクションプランの着実な推進～

複合化した地域生活課題の解決に向けて
　～（仮称）福祉丸ごと相談センターの創設～

高齢者の介護予防や健康増進の充実
　～シルバーポイントやアクティブチケットの利用促進～

安心して長生きすることができる地域社会の実現
　～高齢者等の移動支援事業（モデル事業）の拡大～

介護認定のスピードアップを目指して
　～テレビ会議の試験導入～

安心して子育てできる環境の整備
　～新生児聴覚検査助成事業の創設～

出産後間もない時期の産婦等に対する支援を強化
　～宿泊型・デイサービス型の産後ケア事業の創設～

放課後児童クラブにおける待機児童の解消に向けて
　～児童の受入規模の拡大・支援員の処遇改善～

2,400 1,800

0　介護認定審査会における移動時間等の削減による業務の効率化を推進し、介
護認定に要する時間の短縮を図るため、タブレット端末によるテレビ会議を試
験的に導入します。

【介護認定審査会事業（介護保険課）P.220】

　高齢者等の日常生活に必要な買い物や通院等の外出を支援するため、社会福
祉法人や地域住民等が主体となった移動支援に係る活動経費の補助を引き続き
実施するとともに、対象団体数を拡大します。

【生涯現役のまち推進事業（高齢福祉課）P.182】

１

環
境
・
ア
メ
ニ
テ
ィ

70,092 47,504　見沼田圃の保全・活用・創造を図るため、見沼散策の拠点となる「（仮称）
三崎広場」の整備など、「見沼田圃基本計画アクションプラン」を着実に進め
ます。

【見沼田圃の保全・活用・創造事業（見沼田圃政策推進室）P.361】

事業内容等

31,303 0　保護者の経済的負担の軽減と聴覚障害の早期発見・早期療育を図るため、医
療機関において実施する新生児聴覚検査の受診に要した費用の一部に対して、
新たに助成事業を開始します。

【母子保健健診事業（地域保健支援課）P.203】

131,923

48,734

180,020 156,057　将来にわたり、適正・安全かつ安定して一般廃棄物の処理を行うため、老朽
化が進んでいる西部環境センターと東部環境センターを統廃合し、新たにサー
マルエネルギーセンターを整備します。

【一般廃棄物処理施設整備事業（環境施設整備課）P.292】

　高齢者の生きがいづくりや社会参加などのため、ボランティアや健康づくり
等の活動を行った場合にポイントを付与するなどの支援を行うとともに、市内
公共施設等を無料又は割引料金で利用できるアクティブチケットの利用を促進
します。

44,043　出産後間もない時期の産婦等を支援するため、産婦健康診査を実施するとと
もに、既存の訪問型に加えて、新たに宿泊型・デイサービス（日帰り）型産後
ケア事業を開始します。

【母子保健健診事業（地域保健支援課）P.203】

116,551

【生涯現役のまち推進事業、一般介護予防事業（高齢福祉課）P.182、P.220】

２

健
康
・
福
祉

1,971 0　福祉の複合的な課題を抱える市民に対応するため、試験的に浦和区において
相談支援包括化推進員を配置し、（仮称）福祉丸ごと相談センターを創設しま
す。

【福祉総合計画進行管理及び地域福祉等推進事業（福祉総務課）P.161】

3,337,509 3,144,061　放課後児童クラブにおける待機児童の解消を図るため、児童の受入規模を拡
大するとともに、人材の確保及び質の向上を図るため、民設放課後児童クラブ
の支援員の処遇改善を実施します。

【放課後児童健全育成事業、放課後児童健全育成施設整備事業（青少年育成課）P.244、P.248】

1,262

拡大

拡大

拡大

新規

拡大拡大拡大

新規新規

新規新規新規

新規新規新規

新規新規新規

拡大
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（単位：千円）

分野 令和2年度 令和元年度

私立幼稚園における人材の確保及び多様な保育需要に対応
　～処遇改善、預かり保育事業に対する補助金の拡充～

待機児童数ゼロを目指して
　～保育所整備に係る補助金を拡充～

保育所等における人材の確保及び質の向上
　～保育人材確保の強化と園外活動時の見守りを支援～

東京２０２０大会文化プログラム事業の開催
　～歌舞伎公演等による日本の伝統文化発信～

持続可能な「スポーツのまち　さいたま」の実現
　～スポーツシューレ事業の推進～

Society 5.0時代を生きる子どもたちの学びのために
　～ICTを活用したアクティブ・ラーニングの推進～

運動部活動の改革
　～ＩＣＴを活用した新たな部活動指導～

教育環境の改善及び避難所機能の充実
　～市立高等学校体育館への空調整備～

学習環境の改善
　～学校トイレの洋式化等の早期整備～

557,230 453,784
　私立幼稚園における人材の確保を支援するため、一定の要件を満たす教職員
に対して新たに処遇改善を実施します。また、多様な保育ニーズに対応した子
育て支援の充実を図るため、私立幼稚園等の預かり保育事業に対する補助制度
を拡充します。

【私立幼稚園等預かり保育促進事業、幼児教育推進事業（幼児政策課）P.250】

【特定教育・保育施設等整備事業（のびのび安心子育て課）P.249】

事業内容等

26,031　民間力を最大限に活用したネットワーク型のスポーツシューレ事業として、
新たにアーバンスポーツ活性化事業を実施します。

【スポーツシューレ等施設整備事業（スポーツ政策室）P.144】

110,291

477,978 0

6,600 0　運動部の部活動において競技力の向上と課題の分析・解決力を高めるため、
浦和南高等学校においてＩＣＴを活用した新たな指導方法の検討及び実証実験
を実施するとともに、中学校についても試行導入を行います。

【特色ある学校づくり事業（高校教育課）P.542】

【特色ある学校づくり事業（高校教育課）P.542】

　児童生徒の健康面や良好な学習環境維持のため、国庫補助金等を活用し、
小・中学校のトイレの洋式化を、整備計画を前倒しして進めます。

　市立高等学校の教育環境の充実を図るとともに、指定避難所としての生活環
境の改善を図るため新たに空調機を設置します。

【小学校施設等維持管理事業、小学校営繕事業、中学校施設等維持管理事業、
中学校営繕事業（学校施設課）P.546、P.547、P.552、P.553】

1,403,132 1,330,338

　教育の情報化を推進し、確かな学力を育成するとともに、アクティブ・ラー
ニング（主体的・対話的で深い学び）の視点から授業改善を図るため、中学校
21校及び小学校35校にタブレット型コンピュータ等を整備します。

【学校教育推進事業、研究奨励・研究委嘱事業（指導１課）P.535】
【教育情報ネットワーク推進事業（教育研究所）P.543】

303,055

２

健
康
・
福
祉

185,469 325,195
　東京２０２０大会の気運醸成に向けて、公認文化プログラム事業として「さ
いたま国際芸術祭２０２０」を開催するとともに、本市から国内外へ日本の伝
統文化の魅力を発信するため、新たに歌舞伎公演等を開催します。

【文化芸術都市創造事業（文化振興課）P.133】
【文化芸術都市創造事業（国際芸術祭開催準備室）P.133】

３

教
育
・
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ

1,267,357 1,193,396　安定した保育所等の運営のため、処遇改善や保育士用宿舎の借り上げ支援な
どにより保育人材確保を強化するとともに、新たに園外活動時の保育支援者が
行う見守り活動を支援することで、保育の質の向上を図ります。

【特定教育・保育施設等運営事業（保育課）P.252】

5,745,790 3,096,154　待機児童の解消に向け、賃貸物件を活用した認可保育所整備に係る補助金を
拡充し、更なる保育所等の施設整備を推進します。

26,876

新規

拡大

拡大

拡大

新規

拡大

拡大

新規新規新規

拡大
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（単位：千円）

分野 令和2年度 令和元年度

東日本の対流拠点にふさわしい都市機能の充実・強化
　～大宮駅グランドセントラルステーション化構想の推進～

海外市場への販路開拓を促進
　～国際技術交流推進事業～

東日本地域への観光客誘客に向けて
　～東日本連携自治体と共同で誘客キャンペーン等の実施～

安全で楽しく遊べる公園づくり
　～公園遊具の安全性の向上～

消防体制の充実
　～消防署所等の計画的な整備～

地域の絆を育む
　～自治会運営及び情報発信の支援～

ＩＣＴによる業務の効率化
　～ＩＣＴを利活用した働き方改革の推進～

データの活用による行政サービスの向上
　～さいたまシティスタットの確立～

高齢福祉・介護サービス業務の効率化
　～各種申請事務の自動化～

1,660,025 1,373,567

　大規模化、複雑多様化する災害に適切に対応するため、さいたま市消防力整
備計画に基づき中央消防署の移転工事や岩槻消防署の解体設計を実施します。

【消防業務推進事業（消防総務課）P.503】
【消防署運営事業、消防企画管理事業（消防企画課）P.504】

【警防業務推進事業、消防装備等維持管理事業（警防課）P.508、P.512】
【救急業務推進事業、救急高度化推進事業（救急課）P.508、P.509】

【指令業務推進事業（指令課）P.509】
【消防施設等維持管理事業、消防施設等整備事業（消防施設課）P.510、P.511】

【大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業（東日本交流拠点整備課）P.357】

・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

７
交
流

284,728 284,450　住み良い豊かな地域社会の形成を目指し、自治会及び自治会連合会の運営に
要する経費を補助するとともに、自治会の情報発信の強化を図るため、新た
に、さいたま市自治会連合会のホームページ作成を支援します。

【自治振興事業（コミュニティ推進課）P.116】

事業内容等

・
交
通

４
都
市
基
盤

５

産
業
・
経
済

137,152146,438　大宮駅周辺地域戦略ビジョンのターミナル街区を中心にまちづくりの具体化
を図るため、大宮駅グランドセントラルステーション化構想に基づき、交通基
盤整備、駅周辺のまちづくり、駅機能の高度化を一体的に推進します。

194,086 0　子どもにとって安全で楽しい遊び場を確保するため、公園遊具について安全
性の向上を図る修繕や更新等の対策を実施します。

【都市公園等管理事業（都市公園課）P.359】
6

安
全
・
生
活
基
盤

【統計事務事業（情報政策部）P.62】

　より質の高い行政サービスを提供するため、様々な業務で蓄積されたデータ
や統計データを施策の企画立案、評価・検証、業務改善等に活用できる「さい
たまシティスタット基盤」の再構築やデータ活用研修の充実を図ります。

9,46540,364

８

高
品
質
経
営
プ
ロ
グ
ラ
ム

11,081 0
　高齢福祉事業及び介護サービス事業における職員の業務時間の削減による業
務の効率化を推進するため、各種申請書等の読取・システム入力を自動化する
ＡＩ－ＯＣＲ・ＲＰＡシステムを新たに導入します。

【老人福祉執行管理事業（高齢福祉課）P.178】
【介護保険管理事務事業（介護保険課）P.220】

26,514　欧州産業クラスターとの技術交流や海外展示会を通じ、中小企業の国際展開
を推進します。また、令和元年11月に締結したニュルンベルク市との経済連携
を活かし、両地域での産学連携による技術力の向上を支援します。

【新産業育成支援事業（産業展開推進課）P.324】

35,371

19,125 8,590　業務の効率化を推進するため、庁内会議等におけるテレビ会議システムの導
入、税部門を中心とした13課所でのＲＰＡシステムの利用拡大及びモバイル
ワーク端末の試行利用を実施します。

【情報化推進事業（情報政策部）P.60】

30,192 24,603　東京２０２０大会の開催を契機に、本市を始めとする東日本地域への観光客
誘致を促進するため、共同でのプロモーション等を実施します。

【観光推進対策事業（観光国際課）P.327】

拡大

拡大

拡大

拡大拡大

拡大

新規

拡大

新規新規

拡大

拡大拡大拡大

拡大拡大拡大拡大

拡大

新規
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１．東京２０２０大会に向けた事業
*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

1 新規 東京２０２０大会を活 54,656 0 国内外から多くの観戦客等が来訪する東京 44

用した市の魅力発信事 (54,656) (0) ２０２０大会期間中、サッカー及びバスケッ

業 トボール競技の会場周辺において、本市の施

〔シティセールス推進 策や伝統産業などの魅力発信を実施

課〕

2 新規 （仮称）大宮盆栽振興 39,990 0 市民が盆栽に触れる機会を創出するとともに 138

イベント開催事業 (19,090) (0) 東京２０２０大会で本市を訪れる国内外の観

〔大宮盆栽美術館〕 戦客等に、盆栽の魅力を発信するイベントを

開催

3 拡大 おもてなしアクション 382,474 19,677 東京２０２０大会において、本市を訪れる観 146

総振 プラン推進事業 (379,174) (12,606) 戦客等へのおもてなし及び国内外への魅力発

創生 〔オリンピック・パラ 信並びに祝祭感の創出に向け、暑さ対策、回

リンピック部〕 遊バスの運行、パブリックビューイング、都

市装飾等を実施

4 拡大 気運醸成イベント事業 100,716 24,155 東京２０２０大会に向け、気運の醸成を図る 146

総振 〔オリンピック・パラ (82,385) (6,038) ため、聖火リレーやさいたまスポーツフェス

創生 リンピック部〕 ティバルを開催

5 拡大 ホストタウン交流事業 35,524 4,000 東京２０２０大会の出場国の事前キャンプ等 146

総振 〔オリンピック・パラ (35,124) (4,000) を受け入れ、アスリート等と市民との交流を

創生 リンピック部〕 通じて地域の活性化を推進

6 拡大 日本酒ＰＲイベント開 18,203 3,630 東京２０２０大会期間中に訪日外国人をはじ 322

催事業 (5,989) (1,815) めとした観戦客を対象に、東日本各都市との

〔経済政策課〕 連携による日本酒ＰＲイベントを開催

7 新規 氷川参道おもてなし事 17,705 0 東京２０２０大会に合わせ、一体的な都心で 356

業 (17,705) (0) あるさいたま新都心と大宮駅周辺の賑わいや

〔都心整備課〕 回遊性向上につなげる取組として、氷川参道

等の地域資源のＰＲや山丸公園で来街者をお

もてなしするイベント等を実施

8 新規 大門上池調節池底面広 39,732 0 東京２０２０大会における埼玉スタジアム 363

総振 場を活用したおもてな (0) (0) ２○○２でのサッカー開催日に合わせ、大門

成長 し事業 上池調節池底面広場を活用し、市のＰＲや競

創生 〔浦和東部まちづくり 技開催会場としてのおもてなしのイベントを

事務所〕 開催

６．主な事業一覧

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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２．防災・減災対策事業
*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

9 拡大 公式ホームページの運 13,405 11,866 市政情報や市の魅力等を発信するとともに、 42

用強化 (10,655) (7,006) 導入したＣＤＮ（コンテンツ・デリバリー・

〔広報課〕 ネットワーク）の運用により、災害時等にお

ける市ホームページへのアクセス環境を強化

10 拡大 防災ガイドブック作成 62,304 10,478 市民が日頃から備え、災害の状況に応じた適 83

事業 (62,304) (10,478) 切な行動がとれるようにするため、防災ガイ

〔防災課〕 ドブックを全戸配布

11 新規 災害時防災情報電話 6,116 0 携帯電話を所有しておらず、避難勧告など防 83

サービス事業 (6,116) (0) 災情報の入手が困難な高齢者等へ、電話・Ｆ

〔防災課〕 ＡＸにより情報を配信するサービスを導入

12 新規 洪水ハザードマップ作 5,445 0 風水害時において適切な避難行動に結びつけ 83

成事業 (5,445) (0) るため、埼玉県管理河川の浸水想定区域の見

〔防災課〕 直しに伴い新たな洪水ハザードマップを作成

13 新規 地域防災計画改定事業 5,648 0 大阪府北部地震や西日本豪雨、北海道胆振東 83

〔防災課〕 (5,648) (0) 部地震、令和元年台風第19号など、近年の災

害を通じて得られた教訓を踏まえ、地域防災

計画を改定

14 拡大 防災都市づくり計画推 15,632 10,131 防災を明確に意識した都市づくりのため、災 342

総振 進事業 (9,612) (8,031) 害リスクの高い地区において住民が主体とな

成長 〔都市総務課〕 った取組や地籍調査を推進

創生

15 拡大 既存ブロック塀等改善 57,810 30,000 地震の際の人的被害の防止と避難経路の確保 388

総振 事業 (28,905) (15,000) のため、危険なブロック塀等の除却等に係る

創生 〔建築総務課〕 費用の一部の助成を実施するとともに、新た

に民間の危険なブロック塀等の調査を実施し、

計画的に対策を推進

16 拡大 油面川排水機場整備事 482,360 254,315 油面川流域における浸水被害を軽減するため、 399

総振 業 (48,660) (31,315) 油面川排水機場の整備を前倒しで実施

〔河川課〕

17 新規 雨水浸水解析事業 18,150 0 令和元年台風第19号を想定したシミュレー 399

〔河川課〕 (18,150) (0) ションにより、浸水状況の解析や対策の検討

を実施

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

18 拡大 下水道浸水対策事業 3,559,043 3,190,171 浸水被害の軽減を目的とした雨水貯留施設及 407

総振 〔下水道計画課〕 び雨水管の整備を推進するとともに、新たに

創生 浸水シミュレーションを活用した内水ハザー

ドマップを作成

【参考】令和元年度補正予算における防災・減災対策事業
令和元年１２月補正予算 *( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 事業名 令和元年度

1 避難所備蓄品等の整備 66,597

〔防災課〕 (66,597)

2 卸売市場の復旧支援 27,850

〔農業政策課〕 (0)

3 農業用機械の復旧支援 27,994

〔農業政策課〕 (12,442)

4 農業用施設の復旧 258,900

〔農業環境整備課〕 (13,116)

5 都市公園の復旧 356,345

〔都市公園課〕 (182)

6 浦和くらしの博物館民家 2,872

園の復旧 (1,018)

〔博物館〕

令和２年２月補正予算（案） *( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 事業名 令和元年度

1 スポーツ施設の復旧 373,835

〔スポーツ政策室〕 (18)

2 都市公園の復旧 189,003

〔都市公園課〕 (94,728)

説明

令和元年台風第19号の際に使用した避難所備蓄品の補

充を行うとともに、浸水想定区域における指定緊急避

難場所での上層階への垂直避難やペット同行避難にか

かる備蓄品等を整備

令和元年台風第19号により被害を受けた卸売市場にお

ける機能の回復に向け、必要な施設の修繕を支援

令和元年台風第19号により被害を受けた農業者の経営

回復に必要な農業用機械の修繕等を支援

令和元年台風第19号により被害を受けた市内スポーツ

令和元年台風第19号により被害を受けた農地や水路、

揚水機等の復旧を実施

令和元年台風第19号により被害を受けた都市公園5か所

の復旧に向け、堆積土砂、がれき等漂流物の撤去・処

分を実施

令和元年台風第19号により被害を受けた旧武笠家、旧

説明

蓮見家及び旧高野家住宅等の修繕を実施

施設4か所の復旧に向け、堆積土砂の撤去を実施

令和元年台風第19号により被害を受けた都市公園5か所

の復旧に向け、復旧修繕・工事を実施

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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３．「スマートシティ」の取組
*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

19 拡大 環境未来都市推進事業 40,514 81,655 次世代自動車普及施策を推進するとともに、 61

総振 〔未来都市推進部〕 (36,014) (70,463) 本市の先進的な取組を国内外に発信するため、

創生 「（仮称）Ｅ－ＫＩＺＵＮＡグローバルサミ

ット」の開催準備を実施

20 拡大 スマートシティさいた 152,900 188,273 環境未来都市の実現を目指すため、「公民＋ 61

総振 まモデル推進事業 (152,890) (178,263) 学」の連携・協力のもと、総合特区事業で得

成長 〔未来都市推進部〕 た知見などを活用しながら「経済・社会・環

創生 境」が連携して発展するまちづくりを推進

21 新規 スマートシティの推進 4,730 0 複数の交通サービスをつなぎあわせ、交通手 342

〔都市総務課〕 (4,730) (0) 段の最適化を図る新たなモビリティサービス

「ＭａａＳ」等の導入に向けた検討の実施等、

ＩＣＴをまちづくりに取り入れるスマートシ

ティの取組を推進

22 拡大 ハイパーエネルギース 150,282 3,924 太陽光パネルや蓄電池等を設置し、災害時に 547

総振 テーション整備事業 (37,641) (1,024) も継続してエネルギー供給できるハイパーエ

成長 〔学校施設課〕 ネルギーステーションを市立美園小学校に整

創生 備

４．分野別事業
（１）環境・アメニティ

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

23 拡大 環境美化推進事業 90,462 138,735 東京２０２０大会の会場最寄り駅周辺区域等 274

総振 〔資源循環政策課〕 (90,318) (138,610) における環境美化を推進するため、環境美化

重点区域及び路上喫煙禁止区域を7駅から12

駅に拡大するとともに、市民団体参加による

清掃を実施

24 拡大 （仮称）新清掃事務所 383,137 61,708 東清掃事務所と大崎清掃事務所を統合し、ク 283

整備事業 (100,037) (17,008) リーンセンター大崎第一工場跡地に（仮称）

〔大崎清掃事務所〕 新清掃事務所を整備するため、新事務所の建

設工事に着手するとともに、大崎清掃事務所

の解体設計を実施

25 拡大 サーマルエネルギーセ 180,020 156,057 西部環境センターと東部環境センターを統廃 292

総振 ンター整備事業 (92,473) (66,686) 合し、サーマルエネルギーセンターを整備す

〔環境施設整備課〕 るため、新施設の設計・工事に着手するとと

もに、東部環境センターの一部解体に着手

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

26 総振 （仮称）セントラルパ 6,941 6,248 見沼田圃の自然・歴史・文化を次世代に引き 359

成長 ーク整備事業 (6,941) (6,248) 継ぐとともに、さいたま新都心公園の広域防

創生 〔都市公園課〕 災・医療拠点機能を補完するオープンスペー

スを確保するため、都市計画決定手続きに必

要な資料を作成

27 拡大 見沼田圃基本計画の推 70,092 47,504 見沼田圃の保全・活用・創造を図るため、見 361

総振 進と新たな活用 (50,792) (35,704) 沼田圃基本計画アクションプランに基づき、

倍増 〔見沼田圃政策推進 見沼散策の拠点となる（仮称）三崎広場を整

成長 室〕 備するとともに、ガイドブック等による情報

創生 発信力を強化

（２）健康・福祉
*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

28 新規 （仮称）福祉丸ごと相 1,971 0 福祉の複合的な課題を抱える市民に対応する 161

談センターモデル事業 (487) (0) ため、試験的に浦和区において相談支援包括

〔福祉総務課〕 化推進員を配置し、（仮称）福祉丸ごと相談

センターを創設

29 拡大 生活困窮者学習支援事 85,598 76,571 生活困窮世帯の子どもの基礎学力の向上や大 167

総振 業 (42,800) (38,286) 人と触れ合う居場所の提供等の学習支援を実

倍増 〔生活福祉課〕 施するため、中高校生を対象とした学習支援

教室を開催するとともに、小学生に対しても

試験的に実施

30 拡大 障害者相談支援体制整 299,087 288,884 障害者の実情に応じて、より細やかに相談に 169

総振 備事業 (245,095) (239,470) 対応するため、各障害者生活支援センターの 172

〔障害支援課〕 拠点となる基幹相談支援センターを新たに整

備

31 拡大 重症心身障害児のレス 53,190 24,240 障害児（者）を介助する家族の負担の軽減を 171

パイトケア事業 (26,595) (12,120) 図るため、レスパイトケア事業（短期入所及

〔障害支援課〕 び日中一時支援）の対象者を拡大

32 拡大 重度障害者への就労支 10,293 2,980 常時介護が必要な重度障害者の日常生活に係 171

援事業 (10,293) (2,980) る支援を在宅における就労中にも行うことで

〔障害支援課〕 重度障害者の就労機会を拡大

33 拡大 アクティブチケット交 29,091 26,452 シルバーポイント事業等の活動に参加した高 182

総振 付事業 (29,091) (26,452) 齢者及び75歳以上の方を対象として、市内公

倍増 〔高齢福祉課〕 共施設等を無料又は割引料金で利用できるア

創生 クティブチケットを交付

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

34 拡大 シルバーポイント（長 60,864 52,395 65歳以上の方がこの事業の登録団体で健康づ 182

総振 寿応援ポイント）事業 (53,436) (44,807) くり等の活動を行った場合にポイントを付与

倍増 〔高齢福祉課〕 し、貯めたポイントを奨励金に交換できる事

創生 業を実施

35 拡大 高齢者等の移動支援モ 2,400 1,800 高齢者等の日常生活に必要な買い物や通院等 182

デル事業 (2,400) (1,800) の外出を支援するため、社会福祉法人や地域

〔高齢福祉課〕 住民等が主体となった移動支援に係る活動経

費の補助を引き続き実施するとともに、対象

団体数を拡大

36 総振 健康マイレージ 144,366 146,742 ＩＣＴを活用し、楽しみながら継続的な運動 199

倍増 〔健康増進課〕 (144,366) (146,742) 習慣の獲得を図るため、歩数等に応じてポイ

創生 ントを付与する健康マイレージを実施

37 総振 スマートウエルネスさ 868 852 官民一体となって「スマートウエルネスさい 199

倍増 いたま推進事業 (868) (852) たま」を推進するため、企業や団体等が参加

創生 〔健康増進課〕 する市民会議の開催や健康経営に取り組む企

業を認定

38 新規 新生児聴覚検査助成事 31,303 0 保護者の経済的負担の軽減と聴覚障害の早期 203

業 (31,303) (0) 発見・早期療育を図るため、医療機関におい

〔地域保健支援課〕 て実施する新生児聴覚検査の受診に要した費

用の一部に対して、新たに助成事業を開始

39 新規 産婦健診・産後ケア事 48,734 44,043 出産後間もない時期の産婦等を支援するため、 203

総振 業 (24,502) (22,321) 産婦健康診査を実施するとともに、既存の訪

倍増 〔地域保健支援課〕 問型に加えて、新たに宿泊型・デイサービス

創生 （日帰り）型産後ケア事業を開始

40 拡大 食の安全推進事業 136,432 121,783 保健所等からの依頼による食品衛生法に基づ 207

総振 〔生活科学課〕 (136,432) (121,783) く規格基準検査等を実施するとともに、食品

検査の国際標準化に対応するため、新たに

ＩＳＯ１７０２５に基づく検査体制等を整備

41 新規 介護認定審査会におけ 1,262 0 介護認定審査会における業務の効率化を推進 220

るテレビ会議の試験導 (1,262) (0) するため、タブレット端末によるテレビ会議

入 を試験導入

〔介護保険課〕

42 拡大 シルバーポイント（い 41,968 37,704 60歳以上の方が高齢者施設等においてボラン 220

総振 きいきボランティアポ (5,245) (4,713) ティア活動を行った場合にポイントを付与し、

倍増 イント）事業 貯めたポイントを奨励金若しくはシルバー元

創生 〔高齢福祉課〕 気応援券と交換し、又は福祉団体等に寄附を

することができる事業を実施

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

43 総振 一般介護予防事業 147,043 148,566 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて、 221

倍増 〔いきいき長寿推進 (18,381) (18,571) 全高齢者を対象に介護予防の普及・啓発・ボ

創生 課〕 ランティア育成等を実施するとともに、地域

特性に応じた介護予防事業の推進のため、

ＪＡＧＥＳ（日本老年学的評価研究）調査の

結果を活用した介護予防事業の評価・分析や

研修事業等を実施

44 拡大 放課後児童健全育成事 3,194,582 3,078,005 待機児童の解消を図るため、支援員の処遇改 244

総振 業 (1,030,833) (959,725) 善を行うなど、放課後児童クラブの安定的な

創生 〔青少年育成課〕 運営を支援することにより、入所児童数を拡

大

45 拡大 放課後児童健全育成施 142,927 66,056 放課後児童クラブにおける待機児童の解消を 248

総振 設整備事業 (27,549) (30,780) 図るため、15か所の民設クラブの開設経費を

倍増 〔青少年育成課〕 一部助成するなど、児童の受入規模を拡大

創生

46 拡大 特定教育・保育施設等 5,745,790 3,096,154 待機児童の解消に向け、更なる保育所等の施 249

総振 の整備事業 (380,477) (229,158) 設整備を進めるため、賃貸物件を活用した施

倍増 〔のびのび安心子育て 設整備に対する補助制度を拡充し、28施設、

創生 課〕 定員2,083人分の整備に要する費用の一部を

補助

47 拡大 私立幼稚園等預かり保 419,830 344,983 私立幼稚園等の預かり保育事業に対する補助 250

総振 育促進事業 (324,950) (279,657) 制度を拡充するとともに、市が認定した「子

倍増 〔幼児政策課〕 育て支援型幼稚園」の利用者負担に対し助成

創生

48 拡大 幼児教育推進事業 137,400 108,801 幼児教育の質の向上に向け、「幼児教育の指 250

総振 〔幼児政策課〕 (132,573) (105,001) 針」の周知及び研修を実施するとともに、一

定の要件を満たす私立幼稚園の教職員に対す

る処遇改善を実施

49 拡大 保育人材確保対策事業 1,267,357 1,193,396 市内保育施設への就職支援を実施するほか、 252

総振 〔保育課〕 (863,926) (915,791) 保育士の処遇改善の助成や保育士用宿舎の借

倍増 り上げに係る経費の一部を助成するとともに、

創生 園外保育の安全確保のため、保育支援者に対

する補助を拡充

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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（３）教育・文化・スポーツ
*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

50 新規 歌舞伎による日本の伝 16,803 0 東京２０２０大会の文化プログラム事業とし 133

総振 統文化発信事業 (0) (0) て、文化芸術都市創造基金を活用し、新たに

倍増 〔文化振興課〕 歌舞伎公演等を開催

51 総振 さいたま国際芸術祭開 168,666 325,195 東京２０２０大会の公認文化プログラムとし 133

倍増 催事業 (168,666) (275,195) て、国内外のアーティストに加え、多くの市

成長 〔国際芸術祭開催準備 民の参加による「さいたま国際芸術祭

室〕 ２０２０」を開催

52 総振 岩槻人形博物館管理運 128,992 512,760 本市の特色ある人形文化の振興を図るととも 137

倍増 営事業 (103,944) (207,319) に、観光振興等にも寄与するため、岩槻人形

成長 〔岩槻人形博物館開設 博物館において実施する日本人形を中心とし

準備室〕 た展示や講座等について、東京２０２０大会

を契機に国内外へさらなるＰＲ

53 拡大 女子スポーツ支援事業 2,350 1,700 市内の女子小中学生を対象に、プロ・アマ 138

総振 〔スポーツ振興課〕 (2,350) (1,700) トップスポーツチームの選手・コーチ等から 139

成長 指導を受けられる機会を提供するとともに、

創生 出場チーム数を拡大し、女子中学生サッカー

大会「ＳＡＩＴＡＭＡ　ＧＩＲＬＳ

ＭＡＴＣＨ」を開催

54 拡大 スポーツシューレ事業 26,876 26,031 持続可能なスポーツ振興の実現に向けて、民 144

総振 〔スポーツ政策室〕 (26,676) (26,031) 間力を最大限に活用したネットワーク型のス

成長 ポーツシューレ事業として、新たにアーバン

創生 スポーツ活性化事業を実施

55 総振 国際自転車競技大会開 200,908 220,940 ｢スポーツのまち　さいたま｣の実現に向けて、 145

成長 催支援事業 (200,908) (220,940) 自転車を活用したまちづくりのシンボルとな

創生 〔スポーツイベント る国際自転車競技大会「ツール・ド・フラン

課〕 スさいたまクリテリウム」の開催経費を補助

56 拡大 若者自立支援ルーム 69,743 162,565 社会生活を営むうえで困難を有する若者が 235

総振 運営事業 (69,743) (80,665) 1人でも多く円滑な自立が果たせるよう、新

倍増 〔青少年育成課〕 たに市内2か所目となる若者自立支援ルーム

を南区に開設し、中間支援を実施

57 拡大 アクティブ・ラーニン 77,210 31,834 確かな学力を育成するとともに、アクティブ 535

総振 グ推進事業 (77,210) (31,834) ・ラーニング（主体的・対話的で深い学び）

倍増 〔指導１課〕 の視点から授業改善を図るため、タブレット

創生 型コンピュータに導入するソフトウェアの整

備や実践事例集の作成を実施

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

58 拡大 いじめ防止等対策推進 13,057 10,014 いじめや問題行動に適切・迅速に対応するた 540

総振 事業 (10,816) (8,614) め、（仮称）さいたま市スクールロイヤー

〔指導２課〕 チーム等の専門家を活用して学校を支援

59 総振 教育相談推進事業 538,773 571,970 全ての市立学校にスクールカウンセラーやス 541

倍増 〔総合教育相談室〕 (417,769) (443,822) クールソーシャルワーカーを配置・派遣する

とともに、電話やＳＮＳを活用した相談窓口

を実施

60 拡大 浦和高等学校校庭整備 297,476 17,839 市立浦和高等学校において、校庭からの粉じ 542

事業 (29,776) (17,839) んの飛散防止を図るとともに、教育環境の改

〔高校教育課〕 善を図るため、校庭の人工芝化を実施

61 新規 市立高等学校体育館空 477,978 0 指定避難所である市立高等学校体育館に、避 542

調整備事業 (778) (0) 難所としての生活環境の改善を図るため、空

〔高校教育課〕 調機を整備

62 新規 スポーツを科学する生 6,600 0 運動部の部活動において競技力の向上と課題 542

総振 徒の育成事業 (6,600) (0) の分析・解決力を高めるため、浦和南高等学

成長 〔高校教育課〕 校においてＩＣＴを活用した新たな指導方法

創生 の検討及び実証実験を実施するとともに、中

学校において試行導入を実施

63 拡大 児童生徒用コンピュー 225,845 78,457 Society 5.0時代を生きる子どもたちの情報活 543

総振 タ整備事業 (225,845) (78,457) 用能力をはぐくむ教育を推進するために、必

〔教育研究所〕 要な児童生徒用コンピュータの整備拡充

64 拡大 学校トイレ洋式化推進 1,403,132 1,330,338 児童生徒の健康面や良好な学習環境維持のた 546

総振 事業 (86,406) (406,169) め、小・中学校の洋式トイレについて整備計 547

倍増 〔学校施設課〕 画を前倒しして実施 552

553

65 新規 中学校等空調整備及び 27,060 0 中学校及び特別支援学校の照明器具を新たに 553

照明ＬＥＤ化事業 (27,060) (0) ＬＥＤ化するとともに、令和元年度に整備し 577

〔学校施設課〕 た空調の維持管理を実施

66 拡大 コミュニティ・スクー 2,702 1,040 コミュニティ・スクール実施校を拡大し、 559

総振 ル推進事業 (2,702) (1,040) 「学校を核とした地域づくり」を推進

〔教育政策室〕

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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（４）都市基盤・交通
*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

67 総振 地下鉄７号線延伸促進 18,130 18,080 地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸協議会 56

成長 事業 (12,110) (12,050) から示された課題の解決のため、埼玉県と共

創生 〔未来都市推進部〕 同で調査・検討を行うことと併せて、地下鉄

７号線（埼玉高速鉄道線）延伸実務関係者会

議を開催し、関係者との調整を図るとともに、

延伸の機運を醸成するため、さいたま市地下

鉄７号線延伸事業化推進期成会の活動を支援

68 総振 コミュニティバス等の 21,882 17,980 コミュニティバス等の導入及び改善検討の支 345

倍増 導入及び改善支援 (21,882) (17,980) 援を行うとともに、次世代型乗合交通の試験

創生 〔交通政策課〕 運行に向けた検討を実施

69 拡大 さいたまはーと推進事 84,385 73,640 シェアサイクル普及事業実証実験の検証、パ 346

総振 業 (83,017) (71,951) パ・ママ自転車安全推進サポーター募集事業 348

倍増 〔自転車まちづくり推 等を実施するほか、自転車関連の取組を広く

創生 進課〕 発信する全国会議「自転車利用環境向上会

議」を開催

70 総振 中央区役所周辺の公共 14,636 6,000 中央区役所周辺の公共施設再編方針を策定す 351

成長 施設再編事業 (0) (0) るとともに、事業スキームや各施設の配置等

〔まちづくり総務課〕 の検討を実施

71 拡大 大宮駅グランドセント 146,438 137,152 大宮駅周辺地域戦略ビジョンのターミナル街 357

総振 ラルステーション化構 (140,238) (129,382) 区を中心にまちづくりの具体化を図るため、

成長 想推進事業 大宮駅グランドセントラルステーション化構

創生 〔東日本交流拠点整備 想に基づき、交通基盤整備、駅周辺のまちづ

課〕 くり、駅機能の高度化を一体的に推進

72 総振 大宮駅東口大門町２丁 2,871,098 2,990,200 都心としての拠点性の向上を図るとともに、 357

成長 目中地区第一種市街地 (154,398) (149,600) 交通機能の強化、歩行者ネットワークの形成

創生 再開発事業 等を図るため、市街地再開発事業等を推進

〔大宮駅東口まちづく

り事務所〕

73 総振 桜木駐車場用地活用事 16,419 12,341 公有財産を有効活用するとともに、東日本の 358

成長 業 (16,419) (12,341) 中枢都市としてのプレゼンスやブランド力の

創生 〔東日本交流拠点整備 向上及び地域の活性化を図るために、桜木駐

課〕 車場用地の具体的な活用方法の検討を行い、

公募要項を作成

74 総振 大宮駅西口まちづくり 2,143,505 899,471 大宮駅西口の未整備地区について、狭あい道 358

成長 推進事業 (193,291) (97,495) 路の解消や居住環境の向上等の課題を解決す

創生 〔大宮駅西口まちづく るため、市街地再開発事業等を推進

り事務所〕

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

75 総振 市街地再開発推進事業 156,873 158,999 浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業を推 362

成長 〔浦和駅周辺まちづく (67,034) (28,509) 進するとともに、浦和西口停車場線等の整備

創生 り事務所〕 を実施

76 総振 暮らしの道路・スマイ 3,823,710 3,766,164 市民からの整備要望を受け、4ｍに満たない 391

倍増 ルロード整備事業 (807,910) (836,664) 生活道路の拡幅整備や、道路の排水能力の向 392

創生 〔道路環境課〕 上、舗装の再整備など、道路環境の改善につ

ながる整備工事を引き続き推進

77 拡大 歩道等整備事業 2,042,744 1,864,433 歩行者等の安全な通行を確保するため、バリ 397

総振 〔道路環境課〕 (562,294) (497,333) アフリー化と合わせて、幹線道路等における

成長 歩道整備等を推進

創生

78 総振 無電柱化推進事業 729,503 788,022 都市災害の防止、安全で円滑な交通空間の確 397

成長 〔道路環境課〕 (60,969) (58,340) 保、優れた都市景観の形成や観光振興の向上

創生 等のため、無電柱化を推進

（５）産業・経済
*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

79 総振 滞在型市民農園と農業 246 14,138 地産地消推進のため、農産物直売所などの施 312

創生 交流施設の整備事業 (246) (14,138) 設を軸に、市民農園や観光農園と連携した、

〔農業政策課〕 農業交流施設について、ＰＰＰを活用した整

備手法の検討を実施

80 拡大 （仮称）農業及び食の 28,887 9,867 食肉中央卸売市場・と畜場及び地域経済活性 318

総振 流通・観光産業拠点整 (28,887) (9,867) 化拠点を一体的に整備する（仮称）農業及び 329

創生 備事業 食の流通・観光産業拠点の整備・運営方針を

〔経済政策課、食肉中 検討

央卸売市場・と畜場〕

81 総振 東日本連携センター運 115,510 127,496 東日本の交流拠点都市実現のためのプラット 322

成長 営事業 (58,285) (68,578) フォーム「まるまるひがしにほん（東日本連

創生 〔経済政策課〕 携センター）」を活用し、東日本各地のシ

ティプロモーションや商談会等を実施

82 総振 にぎわい交流館いわつ 81,839 285,600 岩槻の歴史・文化の発信、産業と観光の振興 322

き管理運営事業 (81,683) (114,700) に寄与する地域活性化拠点として、にぎわい

〔経済政策課〕 交流館いわつきを運営

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

83 総振 企業誘致支援の拡充と 211,302 220,708 本市の優位性を生かした企業誘致活動や官民 323

成長 オフィス、産業用地創 (211,292) (220,700) 連携による新たな産業集積拠点の創出に向け

創生 出 た関係機関協議等を実施

〔産業展開推進課〕

84 拡大 国際技術交流推進事業 35,371 26,514 欧州産業クラスターとの技術交流や海外展示 324

総振 〔産業展開推進課〕 (35,371) (26,514) 会を通じ、中小企業の国際展開を推進すると

成長 ともに、令和元年11月に締結したニュルンベ

創生 ルク市との経済連携を活かし、両地域での産

学連携による技術力の向上等を支援

85 拡大 東京２０２０大会フラ 27,199 21,147 東京２０２０大会の気運醸成を図るため、大 326

ッグ掲出事業 (27,199) (21,147) 会フラッグを商店街街路灯等に掲出

〔商業振興課〕

86 拡大 東日本連携広域周遊 30,192 24,603 東京２０２０大会の開催を契機に、本市を始 327

総振 ルート事業 (23,042) (24,603) めとする東日本地域への観光客誘致を促進す

成長 〔観光国際課〕 るため、共同でのプロモーション等を実施

創生

（６）安全・生活基盤
*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

87 総振 セーフコミュニティの 6,811 11,048 ＷＨＯが推奨するセーフコミュニティの認証 82

倍増 推進 (6,811) (11,048) 取得したことを機に、市内外へのＰＲや、対

創生 〔危機管理課〕 策委員会等の活動報告会を開催

88 新規 公園遊具安全性向上事 194,086 0 子どもにとって安全で楽しい遊び場を確保す 359

業 (101,344) (0) るため、公園遊具について安全性の向上を図

〔都市公園課〕 る修繕や更新等の対策を実施

89 総振 幹線道路整備事業 10,718,102 12,041,093 活力ある経済活動や災害時における緊急輸送 394

創生 〔道路計画課〕 (1,573,114) (1,791,542) 及び復旧活動を支える道路ネットワークを構 403

築するため、道場三室線等を整備

90 拡大 消防力等整備事業 1,660,025 1,373,567 大規模化、複雑多様化する災害に適切に対応 503

総振 〔消防総務課、消防企 (486,825) (413,563) するため、さいたま市消防力整備計画に基づ 504

画課、消防施設課、警 き、中央消防署の移転に係る建設工事及び岩 508

防課、救急課、指令 槻消防署の解体設計業務を実施 ～

課〕 512

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

91 新規 ＶＲ災害疑似体験装置 1,149 0 市民に対して、実災害に即したリアリティの 506

導入事業 (1,149) (0) ある防火防災学習を提供するため、令和元年

〔予防課〕 度の試験導入を経て、ＶＲ災害疑似体験装置

を導入

92 総振 警防体制強化事業 8,639 3,988 大規模災害による市民の被害を最小限にする 508

創生 〔警防課、指令課〕 (8,639) (3,988) ため、警防本部室における情報集約システム 509

の運用及び検証を実施

93 総振 消防団充実強化事業 399,274 251,227 地域防災の中核的存在である消防団の充実強 510

創生 〔消防団活躍推進室、 (165,274) (157,427) 化を図るため、消防団員確保の広報や消防分 ～

消防施設課、警防課〕 団車庫及び各種装備等の整備を実施 512

（７）交流・コミュニティ
*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

94 総振 相談・ＤＶ防止事業 35,709 33,345 相談者自身が自己解決していくための支援と 115

〔人権政策・男女共同 (23,815) (21,464) して、電話相談、面接相談、専門相談を実施

参画課〕 するとともに、ＤＶ被害者支援に取り組む民

間団体への補助及び次期ＤＶ防止基本計画を

策定

95 拡大 自治会運営補助金交付 284,728 284,450 住み良い豊かな地域社会の形成に資すること 116

総振 事業 (284,728) (284,450) を目的として、自治会及び自治会連合会の運

倍増 〔コミュニティ推進 営に要する経費の一部を補助するとともに、

創生 課〕 自治会の情報発信の強化を図るため、新たに、

さいたま市自治会連合会のホームページ作成

を支援

96 総振 人権啓発・人権教育推 25,146 25,574 人権に関する啓発活動を推進するため、人権 120

倍増 進事業 (16,146) (16,595) 啓発講演会や人権問題研修会等を開催 121

〔人権政策・男女共同

参画課〕

97 総振 マッチングファンド制 7,799 7,817 市民活動団体が実施する公益的な事業を支援 121

倍増 度による助成事業 (3,118) (2,636) するため、基金を活用した助成事業を実施

創生 〔市民協働推進課〕

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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（８）高品質経営プログラム
*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 令和2年度 令和元年度 説明
概要掲載
ページ

98 倍増 公民連携の推進 6,903 6,347 公民連携手法を活用し、民間活力の積極的な 55

〔行財政改革推進部〕 (6,903) (6,347) 導入を図るとともに、ＰＦＩ等の手法による

事業の推進を支援

99 拡大 働き方の見直しに資す 19,125 8,590 業務の効率化を推進するため、庁内会議等に 60

倍増 るシステムの導入 (19,125) (8,590) おけるテレビ会議システムの導入、税部門を

〔情報政策部〕 中心とした13課所でのＲＰＡシステムの利用

拡大及びモバイルワーク端末の試行利用を実

施

100 拡大 さいたまシティスタッ 40,364 9,465 より質の高い行政サービスを提供するため、 62

倍増 トの推進 (40,364) (9,465) 様々な業務により蓄積されたデータや統計

〔情報政策部〕 データを施策の企画立案、評価・検証や、業

務改善等の基礎資料として活用する取組を行

うさいたまシティスタットを推進

101 新規 高齢福祉・介護サービ 11,081 0 高齢福祉事業及び介護サービス事業における 178

ス事業に係るＡＩ－ (11,081) (0) 業務の効率化を推進するため、各種申請書等 220

ＯＣＲ・ＲＰＡシステ の読取・システム入力を自動化するＡＩ－

ムの導入 ＯＣＲ・ＲＰＡシステムを新たに導入

〔高齢福祉課・介護保

険課〕

102 新規 生活保護業務に係るタ 2,089 0 市民サービスの向上及び業務の効率化を推進 189

ブレット端末の導入 (2,089) (0) するため、ケースワーク業務における訪問先

〔生活福祉課〕 での調査等に活用するタブレットを新たに導

入

103 拡大 部活動指導員配置事業 61,515 30,066 教員の負担軽減を図るとともに、市立中・高 535

総振 〔指導１課、高校教育 (43,616) (21,810) 等学校の部活動を充実・活性化させるため部 555

創生 課〕 活動指導員を増員して配置

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画後期実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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⑦ しあわせ倍増に向けた創造的改革の実践

見える改革

市民・事業者との情報共有、市民の声を聴取する機会及び市政への市民参加の機会を充実し、
市民目線に立った行政運営を推進するとともに、市政運営の最前線である区役所窓口サービス
の向上を図る。
また、民間活力を徹底活用し、公民連携による事業を推進する。

少子高齢化の進展や将来の人口減少を見据え、市民の視点に立って常により

利用しやすいサービス・満足度の高い市役所を目指す「高品質経営」市役所へ

の転換に向け、平成29年度に策定した「しあわせ倍増プラン２０１７」に基

づき、積極的に行財政改革の取組を推進します。

～市民や企業とともに進める行政運営～

◇市民と行政の絆による市政運営 （1,000千円）
より効果的な広報や積極的な情報提供・情報発信を行い、幅広い市民意見の把握に努め、

市民の声をより一層活用していくための仕組みを整備するとともに、市民活動団体との協働をよ

り一層推進します。

・新たな情報発信媒体を活用した効果的な広報の推進

・政策策定に資する広聴機能の充実

・マッチングファンド制度など市民協働、市民参画の拡充

◇市民満足度を高めるための取組
「選ばれる都市」、「しあわせ実感都市」を実現するために、職員一人ひとりが市民満足度向上

に対する理解と目標を共有し、それぞれの業務に取り組みます。

・ＣＳ９０運動の全市的推進

・さいたまシティスタットの確立

・区役所窓口総合サービスの向上

◇ＰＰＰの推進による市政運営 （479,047千円）
より一層のコスト削減や質の高い公共サービス提供のために、官民の役割分担を的確に見

極めながら、最も適切な手法の選択により、民間活力の導入を更に推進します。

・民間提案制度の推進

・対話型市場調査の導入

・企業との連携・協定による公共的サービスの充実

・ＰＰＰ手法によるサーマルエネルギーセンターの整備

・民間事業活用による公衆街路灯一斉ＬＥＤ化

・下水処理センターにおける更なる民間力活用の推進

・保育園用務業務、小学校給食調理業務、学校用務業務等の委託化

知恵と工夫を凝らして選択と集中を行い、健全な財政運営の維持に向けた歳出改革を推進す
るとともに、市税等の収納率の一層の向上や市有財産の利活用など、自主財源のより一層の確
保を図る。

● 行財政改革の取組による、
令和２年度予算案における財政的効果額 約 208億円 歳入確保額 約 39億円

歳出削減額 約 169億円

～選択と集中による財源創出～生む改革

【主な取組と財政的効果額】

７．行財政改革の取組
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人の改革 ～職員の意識改革・組織文化の創造～

市民満足度の高い市役所を構築するため、職員が働きがいを持って意欲的に職務に精励する
とともに、過度の時間外勤務を抑制し、ワーク・ライフ・バランスの一層の確保を図る。
また、職員の意識改革を一層推進することにより、常に市民の視点をもってより良いさいた

ま市を目指す、挑戦・改革意欲に溢れた職員を育成するとともに、日常的に改善・改革を実践
する組織風土を醸成する。

【主な取組と財政的効果額】
◇健全な財政運営の維持に向けた歳出改革 （16,398,945千円）

健全財政による市政運営を維持し、将来世代に過度の負担を転嫁することなく必要な市民

サービスを持続的に提供していくため、既存事業の不断の見直しを継続します。

・事務事業の見直し及び平準化による健全財政の維持

・補助事業等の見直し

◇市税等の収納率の向上 （3,589,333千円）
歳入の確保及び市民負担の公平性・公正性の確保のため、引き続き収納対策及び滞納整理の

強化に取り組みます。また、市民の利便性向上と収納事務の効率化を図るため、納付機会の拡

大に向けた多様な納付方法の導入を図ります。

・市税、介護保険料、保育料等の収納率向上

・公金の納付機会の拡大

◇積極的な自主財源の確保 （317,026千円）
広告掲載の推進やふるさと応援寄附の充実、市有財産の有効活用等により、更なる自主財源

の確保に向けて積極的に取り組みます。

・広告掲載による財源の確保

・ふるさと応援寄附の充実

・未利用市有地の有効活用

◇ワークスタイル・業務改革
多様な働き方ができ、真に職員が注力すべき市民サービスに資源を集中するため、仕事をす

るための仕組みや制度、プロセスを見直し、事務の効率化や働きやすい環境整備を行うととも

に、長時間労働の是正を図るための取組を行います。

・働き方の見直しに資する取組の検討・調整・具体化

・庶務事務のシステム化の推進

・業務の集約化・委託化等の推進

・市税事務所の開設による業務の効率化

◇意識改革・人材育成
質の高い行政運営を進めていくため、職員の意識改革や育成を行うことにより高い職員力を

養うための取組を行います。

・働き方見直しミーティングの推進

・一職員一改善提案制度の推進

・管理職への女性登用

・人材育成の強化と育成システムの充実

【主な取組】 ※予算段階においては、財政的効果額を算出することが難しいため、決算段階で算出します。
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（１）予算総括表 （単位：億円）

令和２年度
当初予算

令和元年度
当初予算

比 較
前年度比
（％）

5,627.2 5,568.3 58.9 1.1

国 民 健 康 保 険 事 業 1,023.7 1,062.6 △ 38.9 △ 3.7

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 253.4 247.4 6.0 2.4

介 護 保 険 事 業 910.8 863.9 46.9 5.4

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 0.9 1.0 △ 0.1 △ 10.8

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 4.2 3.4 0.8 22.8

用 地 先 行 取 得 事 業 0.5 1.9 △ 1.4 △ 76.3

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 11.5 11.8 △ 0.3 △ 2.7

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 13.1 15.8 △ 2.7 △ 17.3

浦和東部第一特定土地区画整理事業 12.3 16.5 △ 4.2 △ 25.5

南与野駅西口土地区画整理事業 9.8 5.7 4.1 70.4

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 8.3 8.0 0.3 4.0

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 1.8 1.6 0.2 15.7

大門下野田特定土地区画整理事業 1.1 0.8 0.3 30.9

公 債 管 理 915.5 877.9 37.6 4.3

計 3,166.8 3,118.4 48.4 1.6

水 道 事 業 487.0 469.3 17.7 3.8

病 院 事 業 274.3 398.7 △ 124.4 △ 31.2

下 水 道 事 業 502.5 511.6 △ 9.1 △ 1.8

計 1,263.8 1,379.7 △ 115.9 △ 8.4

10,057.8 10,066.4 △ 8.6 △ 0.1合 計

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

企

業

会

計

一般会計の規模は、市民会館おおみや新施設整備事業の進捗等により、普通建設事業費は減とな
るものの、社会保障関係経費（扶助費等）の増により、前年度比1.1％増となった。

【特別会計：主な増額要因】
・介護保険事業特別会計 被保険者数の増加に伴う増
・公債管理特別会計 臨時財政対策債等の償還金の増

【企業会計：主な減額要因】
・病院事業会計 市立病院建替事業の完了に伴う減

８．予算案の内訳

※前年度比は、千円単位の額により算出しており、表中（億円単位）の額により計算した比率と一致しない場合があります。

※会計ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。
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（２）歳入
令和２年度
当初予算

令和元年度
当初予算

比 較
前年度比
（％）

構成比
(％)

1 市 税 2,718.6 2,722.6 △ 4.0 △ 0.1 48.3

2 地 方 譲 与 税 29.5 27.7 1.8 6.6 0.5

3 利 子 割 交 付 金 1.8 2.9 △ 1.1 △ 38.0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 9.0 10.8 △ 1.8 △ 16.7 0.2

5 株式等譲渡所得割交付金 8.5 10.8 △ 2.3 △ 21.1 0.1

6 分離課税所得割交付金 3.0 2.6 0.4 14.7 0.1

7 法 人 事 業 税 交 付 金 19.0 － 皆増 皆増 0.3

8 地 方 消 費 税 交 付 金 256.1 230.4 25.7 11.2 4.6

9 ゴルフ場利用税交付金 0.6 0.6 0.0 △ 9.2 0.0

10 自動車取得税交付金 0.0 7.2 △ 7.2 △ 100.0 0.0

11 環 境 性 能 割 交 付 金 7.2 3.2 4.0 120.6 0.1

12 軽 油 引 取 税 交 付 金 65.7 66.1 △ 0.4 △ 0.5 1.2

13 地 方 特 例 交 付 金 19.2 27.6 △ 8.4 △ 30.4 0.3

14 地 方 交 付 税 55.8 49.8 6.0 12.1 1.0

15 交通安全対策特別交付金 2.9 3.2 △ 0.3 △ 9.2 0.1

16 分 担 金 及 び 負 担 金 30.7 42.5 △ 11.8 △ 27.7 0.5

17 使 用 料 及 び 手 数 料 78.2 80.7 △ 2.5 △ 3.0 1.4

18 国 庫 支 出 金 1,021.4 968.7 52.7 5.4 18.2

19 県 支 出 金 273.0 249.8 23.2 9.3 4.9

20 財 産 収 入 13.7 13.2 0.5 3.8 0.2

21 寄 附 金 2.4 2.3 0.1 3.9 0.0

22 繰 入 金 162.3 151.4 10.9 7.2 2.9

23 繰 越 金 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

24 諸 収 入 338.3 350.8 △ 12.5 △ 3.6 6.0

25 市 債 510.3 543.4 △ 33.1 △ 6.1 9.1

5,627.2 5,568.3 58.9 1.1 100.0

（単位：億円）

款

歳 入 合 計

市税は減収が見込まれる一方で、交付金等の増により、歳入全体として増加している。

歳入に占める割合は、大きい款から順に、市税、国庫支出金、市債となっている。

【主な増額要因】
8款 地方消費税交付金 地方消費税の税率引上げによる増 （＋２６億円）
18款 国庫支出金
19款 県支出金

【主な減額要因】

1款 市税 税制改正による法人市民税の税率引下げによる減 （▲４１億円）

25款 市債 市民会館おおみや新施設整備事業の進捗による減 （▲２８億円）

特定教育・保育施設等の給付の増 （＋３０億円）

※前年度比及び構成比は、千円単位の額により算出しており、表中（億円単位）の額により計算した比率と一致しない場合があります。
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＜市税の内訳＞ （単位：億円）

令和２年度
当初予算

令和元年度
当初予算

比　較
前年度比
（％）

構成比
(％)

個 人 1,335.5 1,318.4 17.1 1.3 49.1

法 人 181.1 221.9 △ 40.8 △ 18.4 6.7

計 1,516.6 1,540.3 △ 23.7 △ 1.5 55.8

土 地 395.1 394.9 0.2 0.1 14.5

家 屋 379.5 368.3 11.2 3.0 14.0

償 却 97.7 93.7 4.0 4.3 3.6

交付金 7.0 7.2 △ 0.2 △ 3.3 0.3

計 879.3 864.1 15.2 1.8 32.4

14.8 13.9 0.9 6.7 0.5

72.5 71.4 1.1 1.7 2.7

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

46.7 46.5 0.2 0.3 1.7

土 地 109.9 109.8 0.1 0.0 4.0

家 屋 78.8 76.6 2.2 2.9 2.9

計 188.7 186.4 2.3 1.2 6.9

2,718.6 2,722.6 △ 4.0 △ 0.1 100.0

入 湯 税

事 業 所 税

都市計画税

市税　合計

区　　分

市 民 税

固定資産税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

特 別 土 地 保 有 税

1,102

(50.4)

1,107

(50.0)

1,116

(50.0)

1,135

(50.1)

1,167

(50.4)

1,458

(56.0)

1,540

(56.6)
1,517

(55.8)

780

(35.7)

800

(36.1)

807

(36.2)

820

(36.2)

833

(36.0)

837

(32.1)

864

(31.8)
879

(32.4)

304

(13.9)

308

(13.9)

307

(13.7)

312

(13.7)

315

(13.6)

309

(11.9)

318

(11.6)

323

(11.8)

2,186 2,215 2,231 2,267 2,314

2,604
2,723 2,719

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

市 民 税

固定資産税

軽自動車税
市たばこ税
事業所税
都市計画税

ほか

(億円)

グラフの( )内は構成比

※ 区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

＜市税の推移＞

※前年度比及び構成比は、千円単位の額により算出しており、表中（億円単位）の額により計算した比率と一致しない場合があります。
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(億円)

2,186

(48.8)

2,215

(47.6)

2,231

(48.9)

2,267

(48.3)

2,314

(43.7)

2,604

(47.0)

2,723

(48.9)

2,719

(48.3)

306

(6.8)

309

(6.7)

312

(6.8)

303

(6.5)

298

(5.6)

301

(5.4)

351

(6.3)
338

(6.0)
204

(4.6)

233

(5.0)

212

(4.8)

274

(5.8)

297

(5.6)

309

(5.6)

290

(5.2)
287

(5.1)590

(13.2)

593

(12.8)
522

(11.4)

479

(10.2)

586

(11.1)

680

(12.3)

543

(9.8)
510

(9.1)

876

(19.6)

975

(21.0)
911

(19.9)

978

(20.9)

1,103

(20.8)

1,167

(21.0)

1,218

(21.9)
1,294

(23.0)314

(7.0)

324

(6.9) 373

(8.2)

388

(8.3)

703

(13.2)

485

(8.7)

443

(7.9)

478

(8.5)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

依
存
財
源

歳入予算額の推移（平成２５年度～令和２年度）

市 税

諸 収 入

そ の 他

自主財源

（注２）

市 債

国 県

支 出 金

そ の 他
依存財源
（注１）

（億円）

4,475

5,627

4,649
4,560

4,689

5,301

5,545 5,568

（注１）その他依存財源とは、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

分離課税所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、

自動車取得税交付金、環境性能割交付金、軽油引取税交付金、地方特例交付金、地方交付税、

交通安全対策特別交付金、特別地方消費税交付金、道府県民税所得割臨時交付金の合計額で

す。

（注２）その他自主財源とは、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、

繰越金の合計額です。

※ 区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

グラフの( )内は構成比

自
主
財
源

1,780 1,892 1,806 1,845 2,392 2,332 2,204 2,283

（39.8） (40.7) (39.6) (39.3) (45.1) (42.0) (39.6) (40.6)

2,696 2,757 2,755 2,844 2,909 3,214 3,364 3,344

（60.2） (59.3) (60.4) (60.7) (54.9) (58.0) (60.4) (59.4)

依存財源

自主財源
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（３）歳出（目的別） （単位：億円）

令和２年度
当初予算

令和元年度
当初予算

比 較
前年度比
（％）

構成比
(％)

1 議 会 費 16.9 17.1 △ 0.2 △ 1.4 0.3

2 総 務 費 486.6 536.1 △ 49.5 △ 9.3 8.6

3 民 生 費 2,087.2 2,003.0 84.2 4.2 37.1

4 衛 生 費 415.5 427.7 △ 12.2 △ 2.9 7.4

5 労 働 費 2.1 2.3 △ 0.2 △ 8.6 0.0

6 農 林 水 産 業 費 16.8 15.4 1.4 9.7 0.3

7 商 工 費 224.0 216.9 7.1 3.3 4.0

8 土 木 費 733.2 740.1 △ 6.9 △ 0.9 13.0

9 消 防 費 183.4 183.8 △ 0.4 △ 0.2 3.3

10 教 育 費 910.0 889.5 20.5 2.3 16.2

11 災 害 復 旧 費 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

12 公 債 費 549.5 534.4 15.1 2.8 9.8

13 予 備 費 2.0 2.0 0.0 0.0 0.0

5,627.2 5,568.3 58.9 1.1 100.0

款

歳 出 合 計

【主な増減要因】

2款 総務費 文化施設整備事業（市民会館おおみや新施設整備事業） （▲３７億円）

3款 民生費 特定教育・保育施設等運営事業 （＋２９億円）

特定教育・保育施設等整備事業 （＋２７億円）

幼稚園就園奨励事業 （＋１４億円）

自立支援給付等事業 （＋１２億円）

4款 衛生費 旧環境センター管理事業（クリーンセンター大崎第一工場解体事業）（▲１８億円）

病院事業会計繰出金 （＋１１億円）
8款 土木費 大宮駅西口まちづくり推進事業 （＋１２億円）

組合施行等土地区画整理支援事業 （▲２１億円）
12款 公債費 公債管理特別会計繰出金 （＋１５億円）

（注）性質別の増減額要因とは、金額が一致しない場合があります。

※目的別とは、歳出の内訳を行政目的別（総務、民生、土木など）によって分類したものです。

※前年度比及び構成比は、千円単位の額により算出しており、表中（億円単位）の額により計算した比率と一致しない場合があります。
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1,588

(35.5)

1,688

(36.3)

1,692

(37.1)

1,855

(39.6)

1,914

(36.1)

1,949

(35.1)

2,003

(36.0)

2,087

(37.1)

364

(8.1)

337

(7.3)

396

(8.7)

386

(8.2)

941

(17.8)

975

(17.6)

890

(16.0)

910

(16.2)811

(18.1)

829

(17.8)

827

(18.1)

793

(16.9)

759

(14.3)

786

(14.2)
740

(13.3)

733

(13.0)

436

(9.8)

428

(9.2)

438

(9.6)

429

(9.1)

446

(8.4)

553

(10.0)
536

(9.6)

487

(8.6)

477

(10.7)

482

(10.4)

469

(10.3)

491

(10.5)

504

(9.5)

514

(9.3)
534

(9.6)

549

(9.8)

444

(9.9)

515

(11.1)

377

(8.3)

375

(8.0)

369

(7.0)

399

(7.2)
428

(7.7)

416

(7.4)

356

(7.9)

370

(7.9)
361

(7.9)

360

(7.7)

366

(6.9)

368

(6.6)
437

（7.8）

445

（7.9）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

(億円)

民生費

土木費

総務費

教育費

公債費

その他

（注）

グラフの( )内は構成比

衛生費

4,475
4,649 4,560

4,689

5,301

5,545 5,568

（注）その他とは、議会費、労働費、農林水産業費、商工費、消防費、災害復旧費、予備費

の合計額です。

※ 区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

歳出（目的別）予算額の推移（平成２５年度～令和２年度）

5,627
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（４）歳出（性質別）
（単位：億円）

令和２年度
当初予算

令和元年度
当初予算

比 較
前年度比
（％）

構成比
（％）

3,170.2 3,106.2 64.0 2.1 56.3

人 件 費 1,301.2 1,273.3 27.9 2.2 23.1

扶 助 費 1,320.7 1,299.3 21.4 1.6 23.5

公 債 費 548.3 533.6 14.7 2.8 9.7

746.5 771.1 △ 24.6 △ 3.2 13.3

724.3 760.4 △ 36.1 △ 4.7 12.9

補 助 事 業 239.8 220.1 19.7 9.0 4.3

単 独 事 業 473.6 536.3 △ 62.7 △ 11.7 8.4

国直轄事業負担金 10.9 4.0 6.9 172.5 0.2

0.1 0.0 0.1 157,200.0 0.0

52.0 52.8 △ 0.8 △ 1.5 0.9

290.7 263.7 27.0 10.3 5.2

19.9 16.2 3.7 22.3 0.4

5.3 1.8 3.5 191.9 0.1

254.0 255.5 △ 1.5 △ 0.6 4.5

362.2 338.6 23.6 7.0 6.4

2.0 2.0 0.0 0.0 0.0

5,627.2 5,568.3 58.9 1.1 100.0

予 備 費

歳 出 合 計

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

災 害 復 旧 事 業 費

区 分

義 務 的 経 費

物 件 費

普 通 建 設 事 業 費

【主な増減要因】
扶助費 特定教育・保育施設等運営事業 （＋２８億円）

自立支援給付等事業 （＋１２億円）
公債費 公債管理特別会計繰出金 （＋１５億円）
普通建設事業費 文化施設整備事業（市民会館おおみや新施設整備事業） （▲３７億円）

旧環境センター管理事業（クリーンセンター大崎第一工場解体事業） （▲１８億円）
組合施行等土地区画整理支援事業 （▲１０億円）
特定教育・保育施設等整備事業 （＋２７億円）

補助費等 幼稚園就園奨励事業 （＋１４億円）

(注) 目的別の増減額要因とは、金額が一致しない場合があります。

※性質別とは、予算の節の区分を基準とし、市の経費を性質（人件費、物件費など）によって分類したものです。

※前年度比及び構成比は、千円単位の額により算出しており、表中（億円単位）の額により計算した比率と一致しない場合があります。
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747

(16.7)

750

(16.1)

771

(16.9)

762

(16.3)

1,241

(23.4)

1,259

(22.7)
1,273

(22.9)

1,301

(23.1)

477

(10.7)

481

(10.4)

468

(10.3)

491

(10.5)

503

(9.5)

514

(9.3)

534

(9.6)

548

(9.7)

998

(22.3)

1,030

(22.2)

1,042

(22.8)

1,156

(24.6)

1,168

(22.0)

1,272

(22.9)

1,299

(23.3)

1,321

(23.5)

721

(16.1)

809

(17.4)
702

(15.4)

677

(14.4)

790

(14.9)

902

(16.3)
760

(13.7)

724

(12.9)

1,532

(34.2)

1,579

(33.9)
1,577

(34.6)

1,603

(34.2)

1,598

(30.2)

1,598

(28.8)
1,702

(30.5)

1,733

(30.8)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

(億円)

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

人 件 費

公 債 費

扶 助 費

そ の 他

（注）

普通建設
事 業 費

4,475
4,649

4,560
4,689

5,301

5,545 5,568

（注）その他とは、物件費、災害復旧事業費、維持補修費、補助費等、積立金、投資

及び出資金、貸付金、繰出金、予備費の合計額です。

※ 区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

歳出（性質別）予算額の推移（平成２５年度～令和２年度）

グラフの( )内は構成比

5,627

721 809 702 677 790 902 760 724

(16.1) (17.4) (15.4) (14.4) (14.9) (16.3) (13.7) (12.9)

2,222 2,261 2,281 2,409 2,912 3,045 3,106 3,170

(49.7) (48.6) (50.1) (51.5) (54.9) (54.9) (55.8) (56.3)

投資的経費

義務的経費
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